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 2011年東北地方太平洋沖地震において被害が顕著であった茨城県潮来市および神栖市の上水道配水管網

の被害について，当該管理主体に対するヒアリング調査を行い，管路の敷設位置，被害箇所，管種・管径

および地盤条件の情報を取得した．管路の被害率として被害箇所数を敷設延長で除したものとして定義し，

管種・管径および微地形の観点からそれらの被害率と計測震度およびPGVの空間分布との関係を分析した．  

 

     Key Words : the 2011 off the Pacific Coast of Tohoku earthquake, water supply system, damage ratio,        
                          material property , diameter of pipes, microtopography, instrumental seismic intensity 

 

 

 

１．はじめに 
 
 2011年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震

では，上水道システムにおいて甚大な被害が生じ

1)
，

具体的には，最大187市町村において最大2,105,091
戸の大規模な断水が発生した

2)
．それらの要因とし

ては，津波による被害に加え，地震動および液状化

により多様な損傷モードの被害が発生したためであ

る． 
 上水道システムの中でも，配水管網の被害を分析

した研究の一例として，磯山ら

3)
が1995年兵庫県南

部地震における芦屋市と西宮市の被害データに基づ

き，標準被害率曲線の構築を試みている．磯山らの

成果は日本水道協会の配水管の被害予測

4)
に用いら

れている．高田ら

5)
は兵庫県南部地震の芦屋市，尼

崎市，神戸市，西宮市および大阪市における被害デ

ータにより，被害箇所数を配水管敷設延長で除した

値から被害予測式および管種，口径および液状化の

程度に応じた補正係数を算出している．丸山・山崎

6)
は兵庫県南部地震および2000年代に発生した大地

震の配水管網の被害データより鋳鉄管(CIP)および

塩ビ管(VP)，ダクタイル鋳鉄管(DIP)等，管種ごと

の被害率曲線を構築した．また，能島

7)
は脆弱性指

数を提案し，水道年鑑のデータを用いて配水管の地

震脆弱性評価を行い，耐震化率の経年推移を全国規

模で明らかにしている．また，震災以降では那波ら

8)
が，被害が顕著であった都市の上水道および下水

道の被害データに基づき，それらの被害率と計測震

度との関係を分析している．永田ら

9)
は仙台市の配

水管網の被害データから，地盤条件，管種・管径お

よび管路の耐震化率とPGV(Peak Ground Velocity)と
の関係を示している．武田ら

10)
は，宮城県下9市に

おいて，被害数を管路延長で除した被害率を管種，

地盤条件と速度応答スペクトルおよびその最大周期

との関係から分析している．それらの先行研究を踏

まえ，今回の震災での分析データを加えた上で，よ

り高度な配水管被害推計が喫緊の課題となっている． 
本研究では，これらの先行知見をもとに，東北地

方太平洋沖地震において，上水道配水管網の被害が

顕著であった茨城県潮来市および神栖市を取り上げ，

被害の傾向を分析する． 
 
 

２．分析対象データおよび分析方法 
 

 図-1には，茨城県潮来市および神栖市の配水管網

と共に，それらの被害箇所および地震動強さの分布

を示す．地震動強さの分布としては，後述するよう
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i) 潮来市日の出地区                       ii) 神栖市 
(a)  地震動強さの指標を計測震度 IJとした場合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

i) 潮来市日の出地区                       ii) 神栖市 
 (b)  地震動強さの指標を PGV とした場合 

図-1  潮来市日の出地区および神栖市における配水管網およびその被害箇所と地震動強さの空間分布 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a)潮来市日の出地区                       (b)神栖市 
図-2  潮来市日の出地区および神栖市における配水管網およびその被害箇所と微地形分布 

 
に計測震度 IJ と PGV を用いる．潮来市においては，

特に被害が顕著であった日の出地区についてのデー

タのみ扱っている．更に，潮来市日の出地区のデー

タにおいては，今回の分析には用いないが，管路被
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i) 敷設延長 L                         ii) 被害箇所数 Np             iii) 被害率 RN 

(a)地震動強さの指標を計測震度 IJとした場合 

 

 
i) 敷設延長 L                         ii) 被害箇所数 Np             iii) 被害率 RN 

 (b)地震動強さの指標を PGV とした場合 
図-3  潮来市日の出地区における微地形区分ごとの敷設延長 L，被害箇所数 Npおよび被害率 RNと地震動強さとの関係 

 

害箇所を示す別の指標として仮設配管の位置を示し

ている．また，神栖市においては液状化の発生箇所

のデータが得られたので併せて示す．図-2 には，

潮来市日の出地区および神栖市の管路敷設位置とそ

れらの被害箇所，および微地形分布を示す．なお，

微地形分布に関しては J-SHIS11)
の 250mメッシュ単

位の微地形分布を利用している． 

図-1，図-2に示す被害を定量化する指標としては，

被害箇所数Npを管路敷設延長Lで除した次式に示す

被害率RNを適用する． 
 

L

N
R p

N =                 (1) 

 
 配水管被害と地震動強さの関係を分析する際には，

先述した図-1における地震動強さの指標として計測

震度IJおよびPGVを用いる．その際には，K-NET，
KiK-net12)

により公開されている強震観測波形，お

よび気象庁

13)
により公開されている強震観測波形な

らびに震源データに基づき，櫻井ら

14)
が，Simple 

Kriging法による空間補間を適用し，計測震度IJおよ

びPGVを250ｍメッシュ単位で推定されたものを用

いている．櫻井ら

14)
は，各強震観測点におけるIJに

末冨ら

15)
が構築した地盤増幅度を適用し，工学的基

盤面におけるIJb600を求めている．これより得られた

IJb600から，Simple Kriging法により各メッシュにお

けるIJb600を推定している．Simple Kriging法に適用

するトレンド成分には司・翠川

16)
の距離減衰の式の

形を用いている． 
一方，PGVについては，まず加速度波形にフィル

タ処理をした後に積分値を求め，その上で，EW，

NSの水平2方向の速度波形を時刻歴の中で合成し，

その中で最大となる速度を当該観測点におけるPGV
として定義している．K-NET，KiK-netの加速度波

形の処理に関しては，それらの平均値を引いて基線

補正し，通過領域周波数0.1Hz，阻止領域周波数

0.05Hzのバタワースハイパスフィルタ

12)
を通して

PGVを求めている．気象庁のデータの処理に際して

は，周期5秒以上をカットする積分漸化式

17)
に基づ

きPGVを求めている．以上より求めた各強震観測点

におけるPGVにIJと同様の方法により，藤本・翠川

18)
が構築した地盤増幅度ARVを適用し，工学的基盤

面におけるPGVb600を求めている．これより得られ

たPGVb600から，上述したSimple Kriging法により各

メッシュにおけるPGVb600を推定している．Simple 
Kriging法に適用するトレンド成分にはIJと同様に

司・翠川の距離減衰の式の形を適用している． 
 
 
３．被害の傾向 
 

(1) 微地形区分の観点から見た被害の傾向 
 図-3，図-4には茨城県潮来市日の出地区および神

栖市における配水管敷設延長L，被害箇所数Np，お

よび被害率RNと計測震度IJまたはPGVとの関係を示

す．図中では，PGVの区間を5[cm/s]としている． 

図-3より潮来市日の出地区では干拓地における被

害が卓越し，IJ=5.4，5.5においてRN=1.48，1.08[箇
所/km]と1を超えるRNを示しており，甚大な被害が

生じている．三角州においては，IJ=5.5において

RN=0.70とそれに準ずる大きな被害が生じている．

PGVの観点からは，干拓地において45≦PGV＜ 
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i) 敷設延長 L                         ii) 被害箇所数 Np             iii) 被害率 RN 

 (a)地震動強さの指標を計測震度 IJとした場合 
 

 
i) 敷設延長 L                         ii) 被害箇所数 Np             iii) 被害率 RN 

 (b)地震動強さの指標を PGV とした場合 
図-4  神栖市における微地形区分ごとの敷設延長 L，被害箇所数 Npおよび被害率 RNと地震動強さとの関係 

 
50[cm/s]の区間においてRNの最大値4.51[箇所/km]と
突出して高い値を示している．また，三角州におい

ては45≦PGV＜50[cm/s]でRN=0.85[箇所/km]と高い値

を示している．これは，潮来市日の出地区が沼を埋

め立てられた地形が支配的であり，軟弱地盤におい

て甚大な液状化被害

19),20)
を受けたためである． 

一方，図-4より，神栖市の被害の傾向については，

砂礫質台地でIJ=5.3においてRN=0.55[箇所/km]とな

り，最大値を示している．PGVの観点からも同様に

砂礫質台地において30≦PGV＜35[cm/s]の区間にお

いてRN=0.52[箇所/km]となり，最大値を示す．砂礫

質台地における被害はいずれも神栖市知手中央にお

いて発生しているが，これらの地点は砂丘および砂

丘に挟まれた低地における荒地を造成することで市

街化されており，それらの地点の液状化が顕著であ

ったためである

20)
．知手中央での配水管被害は文献

20)と比較すると液状化した空間領域と相関が強い

ことが示唆される．同様に図-1からも配水管被害箇

所と液状化発生箇所との相関が強いといえる．砂礫

質台地に次いで三角州の被害が大きくなっており，

IJ=5.7においてRN=0.43[箇所 /km]を示している．

PGVの観点からは 50≦ PGV＜ 55[cm/s]において

RN=0.29[箇所/km]を示す．神栖市において最も支配

的である砂州の被害は砂礫質台地，三角州に次いで

高 い 被 害 率 を 表 し て お り ， IJ=5.4に お い て

RN=0.24[箇所/km]，30≦PGV＜35[cm/s]でRN=0.17[箇
所/km]を示す． 
 

(2) 管種・管径の観点から見た被害の傾向 
 ここでは管種の略号として，石綿セメント管を

ACP，鋳鉄管をCIP，ダクタイル鋳鉄管をDIP，塩

化ビニル管をVP，耐衝撃硬質塩化ビニル管をHIVP，
ゴム輪型硬質塩化ビニル管をVPRRとして以降の分

析において用いる． 
 管径については磯山ら

3)
の分類方法に基づき，全

体を管径100mm未満，100mm以上200mm未満，

200mm以上500mm未満，500mm以上の4区分に分類

し，それぞれを管径100mm未満，管径100-200mm，
管径200-500mm，管径500mm以上と表す．潮来市日

の出地区では管径40mmから300mm，神栖市では管

径20mmから500mmの配水管がそれぞれ敷設されて

いる． 
また，以降の管種・管径の分析では被害が支配的

であった潮来市日の出地区の干拓地，神栖市の砂州

をそれぞれ分析対象とする．  
 図-5には，潮来市日の出地区の干拓地における地

震動強さと管路被害との関係を管種の観点から示す．

IJを指標とすると，VPがIJ=5.4においてRN=1.52[箇
所/km]と最大値を示した．DIPはIJ=5.5でRN=1.49[箇
所/km]とVPに準じる値を示した．PGVの観点から

は，DIPが45≦PGV＜50[cm/s]においてRN =18.6[箇所

/km]と最大値を示し，VPが45≦PGV＜50[cm/s]にお

いてRN =4.28[箇所/km]と次いで大きな値を示した．

PGVを指標とした際に，DIPのRNがVPのRNより高い

値を示したのは，DIPの敷設延長L=0.16[km]に対し

て被害箇所数Npが3箇所と非常に大きかったためで

ある． 
図-6には，潮来市日の出地区の干拓地における地

震動強さと管路被害の関係を管径の観点から示す．

IJを指標とすると，管径100mm未満がIJ=5.4におい

てRN=1.86[箇所/km]と最大値を示した．準じて管径

200-500mmがIJ=5.5においてRN=1.49[箇所/km]と大き 
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図-5  潮来市日の出地区の干拓地における管種ごとの敷設延長 L，被害箇所数 Npおよび被害率 RNと地震動強さとの関係 
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ると，管径100-200mmがIJ=5.3でRN=0.23[箇所/km]と
最大値を示し，次いで管径100mm未満が同じく

IJ=5.3でRN=0.21[箇所/km]と大きな値を示した．PGV
の観点からは管径100mm未満で30≦PGV＜35[cm/s]
においてRN =0.26[箇所 /km]と最大値を，管径100-
200mmが 同 じ く 30≦ PGV ＜ 35[cm/s]に お い て

RN=0.25[箇所/km]と準じて大きな値を示した．以上

より神栖市においては，管種ではVP，管径につい

ては管径100mm未満，および管径100mmから200mm
の小さな管の被害が支配的であった．  

IJについての分析，PGVについての分析ともに，

地震動強さが増加するにつれ，RNも大きくなってい

くこと，管径の小さい管ほど高いRNを記録する傾向

が確認できた．IJ，PGVともに一定以上の値になる

とRNは減少する．その値は，IJにおいてはおよそ5.5
以上，PGVにおいてはおよそ50[cm/s]以上だが，こ

れはその地震動強さに曝露された敷設延長Lが非常

に短いためであると考えられる． 
 
 
４．結論 
 
 本研究では，東北地方太平洋沖地震において，上

水道配水管網の被害が顕著であった茨城県潮来市お

よび神栖市を取り上げ，上水道配水管網の被害と管

種・管径，地盤条件と地震動強さの空間分布との関

係を分析した．得られた知見は以下のようになる． 
(1)潮来市日の出地区では干拓地における被害が卓越

し，計測震度IJ=5.4において被害率RN=1.48[箇所

/km]，PGVが45≦PGV＜50[cm/s]でRN=4.51[箇所

/km]と最大値を示した．神栖市では，砂礫質台地

においてIJ=5.3においてRN=0.55[箇所/km]，PGVが
30≦PGV＜35[cm/s]においてRN=0.52[箇所/km]と最

大値を示した．これらの被害が甚大であった微地

形はいずれも液状化被害の空間分布と相関が強い

ことが示唆された． 
(2)潮来市日の出地区，神栖市の両地域において，管

種では塩化ビニル管VP，管径では 100mm未満の

配水管被害が支配的であった．VPが最大の被害

率RNを示すのは，両地域で計測震度IJ=5.3，5.4で
あり，PGVの観点からは潮来市日の出地区におい

て，45≦PGV＜50[cm/s]，神栖市では30≦PGV＜
35[cm/s]とやや小さくなった．管径100mm未満の

配水管が最大の被害率RNを示すのは，管種と同様

にIJ=5.3，5.4であり，PGVの観点からは潮来市日

の出地区で，45≦PGV＜50[cm/s]，神栖市で30≦
PGV＜35[cm/s]となった． 
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DAMAGE ASSESSMENT ON WATER SUPPLY SYSTEMS IN THE 2011 OFF THE 
PACIFIC COAST OF TOHOKU EARTHQUAKE 

- CASE STUDY FOR THE DATA AT ITAKO CITY AND KAMISU CITY - 
 

Takuya TSUKIJI, Ray Terajima, Gaku SHOJI and Shigeru NAGATA 
 
   We analyze seismic damage data on buried distribution pipes at Itako city and Kamisu city in Ibaraki 
prefecture subjected to the 2011 off the Pacific Coast of Tohoku earthquake by carrying out interviews 
for related local government sectors. We quantify damage ratio named RN for subject areas. RN is defined 
by the ratio of number of physical damage points Np to the related pipeline lengths L(km). We use 
instrumental seismic intensity (IJ) and peak ground velocity (PGV) as indexes of ground motion 
intensities and analyze the relationship between damage ratio and seismic ground motions from the 
viewpoint of materials of pipes, diameters, and microtopography. 


